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１　内政

（１）ソマリア沖海賊対策

・モザンビーク漁船Vega 5号の船員の家族によれば，昨年12月27日にインド洋にて同漁船を誘拐した海賊は，船員24名の解放を条件とする身代金59百万メティカル（約2百万ドル）を要求していた模様。船員家族は，同状況をPescamar社に通報済み。また，28日，ベイラにて同家族は，Pescamar社事務所前で船員の解放のため関係機関の介入を求める抗議を行った。
・8日，第3回閣議後，ボルジェス漁業大臣は，Vega 5号を拉致した海賊が身代金を要求しているという情報に対する信憑性に政府は確信がない旨表明した。政府はVega 5号の状況について可能な限り把握しているが，現時点における対応は困難な状況と判断している。

・28日，EUインド洋海賊対策ミッションは，2010年5月ソマリア沖海賊に誘拐された台湾漁船が解放された旨表明した。同漁船にはモザンビーク国籍を含む船員28人，解放の経緯及び船員の健康に関する詳細は表明されなかった。一方，昨年12月27日に誘拐された当国漁船Vega 5号の解放はこれまで成功していない。

（２）フレリモ党内における意見の対立

・マルセリーノ・ドス・サントス元国会議長（元フレリモ党副党首）が，歳入庁主催の講演において，資本主義と民間の商業活動がモザンビークの統合・アイデンティティを脅かしうると述べた点について，パウンデ党幹事長は，同発言はフレリモ党の公式な意見表明ではない旨述べた。

（３）降雨・洪水被害

・昨年末から断続的な降雨に見舞われている中部において，ザンベジ川等の水位は依然として警戒域を維持している。テテ州ムタララ，マニカ州タンバラ，ソファラ州シェンバ，カイア，マロメウ郡の住民多数が同河川の氾濫の悪化により，災害対策機関の誘導により避難した。ムアリア・ソファラ州知事によれば，被害を受けた農地面積は，サヴェ川マシャンガ域367ヘクタール，プングエ川ニャマタンダ域5ヘクタール，ザンベジ川シェンバ域728ヘクタール，カイア1,544ヘクタール，マロメウ32ヘクタール。

（４）その他

・3日，ガザ州シャイ･シャイにてゲブーザ大統領主宰によるサモラ･マシェル追悼記念式典及び英雄の日記念式典が開催された。ゲブーザ大統領は，マシェル初代大統領が飛行機事故で死亡してから25年となる今年を，「サモラ・マシェル年」と制定する旨発表した。

・10日より，モンドラーネ内務，ナマシュルーア行政管理各大臣，ヌクトゥムーラ司法副大臣から構成される閣僚一行はガザ州を視察した。また，16－19日には，スンバナ観光大臣，ツァンベ行政管理，ウーゴ教育各副大臣から構成される閣僚一行がナンプラ州を視察した。これらは，ゲブーザ大統領が前回行った地方訪問（オープン・プレジデンシー）における指摘事項の実施状況の評価を行う。
・21日，マプトにて政府と退役軍人各団体代表との間で戦士院（Institute de Combatentes）の設立に関する合意書が署名された。また，退役軍人規約法案の国会提出を目的とする二者間の協議開始に関しても合意された。この結果，同日予定されていた退役兵士による抗議行動は中止された。
・22日の閣議において2015年までに毎年百万人の識字教育を目標とすることが採択された。右が達成されれば，現在の非識字率48.1％から30％へ削減される。

・イニャンバネ州ゴヴロ郡シムンダにて集会を主宰したアリ首相は，サヴェ川を利用した灌漑施設2か所の建設は農業生産に資するだけでなく，災害管理の役割を担い，重要である旨述べた。
・マニカ州におけるコレラ感染状況はグロ（1人），ススンデンガ（3人）各郡においても確認され，感染が広まっており，州都シモイオにおいては死者2名が出ている。現時点における罹患者数は54人，うち50人がシモイオにて確認されている。同州保健局は井戸の汚染が原因と推定し，井戸のクロロ剤処理を行っている。

・年内に新交通規則が導入される予定。新規則は駐車，速度超過による罰則の強化，現規則の改正などSADC域内の基準に適応するものとなる。
・マトーラにてマクアクア・フレリモ党中央委員会動員･広報担当書記は，最近，フレリモ党とレナモ党の間の対話が実現されたことを表明し，国家建設における合意を達成するための最善策は対話である旨表明した。同書記は，フレリモ党が一政党に限らず全ての野党との対話を何時でも受け入れる用意がある旨述べた。

２　外交

・16日，マプトにてゲブーザ大統領は，スティス・アフリカ大統領資料研究･保存センター大使の表敬を受け，African Leaders State of Africa Report 2010報告書を受理した。

・19‐23日，リー中国政策審議会国家委員会副委員長は，モザンビークを訪問。「モ」国会との協力関係強化を目的とする。
・23日，マプトにてポール・マリン在「モ」EU大使（アイルランド出身，前在ボツワナEU大使）及びザイガム・アザム・パキスタン大使はゲブーザ大統領に信任状を奉呈した。
・マカリンゲ「モ」軍事最高司令官によれば，当国政府が南ア，マダガスカル，タンザニアとの協力により海賊問題に対し最大限の努力を行っている。現時点においてモザンビーク海域において拉致された船はVega 5号とMV PANAMA号（米企業），当国海域の警備船はノルウェーの援助によるKuswag I号，また，南ア海軍は，モザンビーク海峡の取締りに協力することを決定した。
３　経済

（１）セナ鉄道線の改修問題

・ムアレイア港湾鉄道公社（CFM）社長は，2日間に亘り，セナ線554Km の視察を行い，施工業者であるインド企業Rites and Ircon社が契約に基づく基準を無視した改修工事を行った事実を確認した。ムアレイア社長によれば，同社には資金・人材不足，機材故障などの問題があり，契約期限終了が迫っているため，確認された不正を改善することは事実上困難であり，政府が，3月24日までに同社とのセナ線管理経営契約を破棄する意向である旨述べた。
・一方，ムアレイアCFM社長は，ベイラ港からのモアティーゼ石炭輸出開始が予定よりも多少遅れることになるが，セナ線改修工事をCFM社が最後まで遂行する旨保証した。

（２）テテ州石炭関連

・テテ州ベンガ炭鉱の投資企業Riversdale社は，石炭輸送の手段を改めて検討するため環境インパクト調査を2社に依頼した。同社は，輸送手段としてベイラ港，ザンベジ川，ナカラ港のそれぞれの輸送可能性を検討している。

・インド企業JSPL Mozambique Minerais Ltd社の，テテ州シャンガラ郡とカオラ･バッサ郡域内の石炭開発に関し，2012年の開始が許可された。7日，マプトにてビアス鉱物資源大臣と同社代表との間で開発契約が署名された。契約期間25年，初期の投資額は180百万ドル強。
・テテにて，Riversdale Mining社は，ベンガ炭鉱からベイラ港への石炭輸送のため機関車11台と貨車200台の調達に46百万ドルを投資する予定である旨表明。右の石炭輸送は年内9月の開始予定。

・Riversdale Mining社によれば，テテ州ベンガ発電所建設プロジェクトは業者選定プロセスに進んでおり，2013～2014年内に発電所の稼動が見込まれる。同発電所建設費用は推定12.5億ドルで，現在，パートナー企業を探している。

（３）石油・天然ガス関連

・Anadarko Moçambique Area 1 Lda.社は，カボ･デルガード州ロヴマ川流域において4番目のガス田を発見した。同ガス田の深さは4.23Km，2006年当時，ロヴマ川流域炭化水素開発調査資本はAnadarko85％，炭化水素公社（ENH）15％の割合であったが，現在，Mitsui E&P Mozambique Area 1 Ltd.（日本，20％），Bharat Petroleum Limited（印，10％），Ventures Mozambique e Videocon (印，10％)，Cove Energy(英，8.5％)等が共同出資し，Anadarkoは36％の割合。
・2日，モザンビーク石油公社（Petromoc）は，Autogas社の株式をIndico Energia社から購入し，40％に増資した。Autogas社は，車両用ガス燃料の供給を行っている。
・24日，ザカリアス国家石油院（INP）理事は，昨年8月ロヴマ川流域にてAnadarko社が発見した石油の埋蔵は商業化可能な量に達しないことから，開発は進めない意向である旨表明した。

・鉱物資源省関係者によれば，ビアス鉱物資源大臣とナンブレッテ・エネルギー大臣，ピーターズ南アエネルギー大臣との協議において南アが当国にて生産される天然ガスの輸入を増大する関心を表明した模様。

・5月，葡石油企業Galp社と伊企業ENI社は，ロヴマ川流域石油開発調査のため掘削（深さ2
,600メートル）を開始する予定。3か月後には結果が判明する見込み。

・当国における過去35年間の石油分野への投資額は計40億ドルに達する。また，今後10年間における石油開発活動による収入は20億ドルと見込まれる。これは，先週，マプトにて世界自然基金とIESE,公共統合センター（CIP），IBISが共催した鉱物・炭化水素分野への投資に関するセミナーにて表明されたもの。同セミナーの中では，政府及び投資企業がプロジェクトの周辺住民の権利を尊重していない旨批判の声も挙がった。

（４）インフラ関連

・メンドンサ葡公共事業・運輸通信大臣がモザンビークを訪問。貨車製造産業への参入に関する合意書が署名されたことに対し，同大臣は，モザンビークにおける貨車製造はSADC市場にとって重要な産業となる旨主張した。

・マプト回廊ロジスティック・イニシアティブ（MCLI）は，過去14年間における同回廊のインフラ開発への投資額は50億ドル強に達する旨表明した。これらの投資により，マプト・ウィットバンク高速道路建設，港湾の民営化，民営化によるインフラ改善及び投資拡大，港湾輸送の増加，観光，貿易拡大，同回廊沿いの地域発展に貢献した旨主張した。

・最近，マプトにてズクーラ運輸通信大臣は，昨年度の運輸通信セクターへの投資（450百万ドル強）による雇用創出は最低でも2,500ポストに達した旨表明。

（５）食料価格及び物価高騰への対応

・インローガ商工大臣は，国際市場における米と小麦粉の価格が高騰しているが，国内市場においては最低3月までは現価格を維持する旨表明した。

・9日，マプトにてクエレネイア企画開発大臣は，当国における穀類の自給が確保されていないため，近い将来における食糧危機の再発が懸念される旨表明した。
・先月1月における国内物価は昨年12月と比較し1.62％の高騰を記録した。マプト市の場合は約2.1％の高騰で，他の都市と比較し最高値であった。
・17日，マプトにてシャン財務大臣は，国際市場における物価高騰が続く場合は当国予算改正案を提出する可能性がある旨表明した。今年度予算額は1千3百億メティカル強（約43億ドル）。

・23日，マプトにてゴヴェ・モザンビーク中央銀行総裁は，国際市場における穀類及び石油価格の高騰は当国経済の収支バランス及びその他の経済指標に影響を与えると述べた。同総裁は，国民による国内生産・生産性拡大への努力が必要である旨指摘した。

（６）マクロ経済

・14日，閣議後の記者会見においてボルジェス漁業大臣は，2010年当国経済成長率は6.2％を記録し，政府が予測していた5.9～6.4％の範囲内に収まったことから，当国経済は成長軌道に乗っている旨述べた。また，同年のインフレ率は12.7％，9月時点の輸出額（グッズ）は16億3千2百万ドルで年度目標額の76.2％に達していた。12月時点の外貨保有は18億7千7百万ドルであった。

・マプトにて世銀・IMF・AfDB共催によるモザンビークの経済成長・雇用創出における課題に関するセミナーにおいてメガ･プロジェクトの管理及び鉱物資源開発が当国へ最大の利益（国家予算・社会保障等）をもたらす計画が不可欠となる旨指摘された。

（７）その他

・Kenmare社は，ナンプラ州のモマ重砂開発を現在の80万トンから1.2百万トンに増産するために，146百万ユーロを投資する旨発表した。

・モザール社のMike Fraser社長は，モザールⅢ（増産計画）のためには，追加的に500～600メガワットの電力が必要である旨述べた。

・テテ州ムパンダ・ンクワ水力発電所の建設許可は，今年6月に終了予定の環境への影響調査の結果に基づき年内に出される予定。同発電所の建設費用は24億ドル，伯企業Camargo Correia社，モザンビーク電力公社（EDM），Grupo INSITEC社間のパートナーシップにより実施される。

・テテ州モアティーゼ炭鉱の投資企業VALE社は韓国企業Posco社とのパートナーシップを構築した。また，先日，VALE社は日本のJOGMECとニッケル，銅，プラチナ採掘のためパートナーシップを締結した旨表明している。


・1月30日より，テテ市のサモラ・マシェル橋が22か月ぶりに正常な交通を再開した。右は，同橋梁の改修のため交通制限が行われていたが，関係者によれば，改修後のサモラ･マシェル橋は50年間の耐久性を備えている。

・ベトナム企業のグループは，当国のカシューナッツ生産･加工への投資に関心を寄せており，最近，マプトにて同国企業Barrocha社と当国政府との間で覚書が署名された。

・農業省は，南ア，ボツワナ，ナミビア産の牛，山羊，羊肉の輸入を一時禁止する旨表明した。右は，リフト･バレー域内において口蹄疫の発生が確認されたため。

・マプトにてモザンビーク人研究者ウアイエーネ氏は，過去50年間における当国農業は顕著な発展を達成していない旨言及。同氏によれば，特に農業生産性の発展が乏しく，2007年統計の例として，当国のトウモロコシ生産量は1ヘクタールに対し1トン以下であるが，マラウィは2.5トン強に達する旨指摘。当国農業分野開発の課題として研究･普及への投資，農業サービスの改善，水へのアクセス拡大，融資，土地の使用権利，インフラ，政策策定，市場開発・農業ビジネスを挙げた。

・18日，ナンプラにて行われた「採取産業における透明性イニシアティブ」に関する第1次報告書の発表式においてノールマホメド鉱物資源副大臣は，これまで当国政府が承認した鉱物資源開発の調査案件は800件以上に及ぶ旨表明した。
・先週，住宅開発基金（FFH）総裁は，当国民のうち13.5百万人以上が最低条件（基礎インフラ・サービスへのアクセス）を備えた住宅に居住していない旨表明した。右の課題は，土地の需要競争及び建設資材価格が高いこと。同基金の今年度予算には土地5,200か所の確保のため18.45百万メティカル（約61.5万ドル）が配分される。

４　経済協力

（１）科学技術・教育

・23日，教育省は，現在48.1％である非識字率を2015年までに30％までに改善する意向である旨発表した。右計画を達成するには，毎年，1万人に識字教育を施す必要がある。ジョーン教育大臣代理は，右を達成するのは容易ではないが，不可能ではないとした。同大臣代理によると，2005年に初めて，成人向け識字教育が導入された際，5年間で60.5％の非識字率が48.1％にまで改善された。当国における識字率は，性別・年齢・都市部・農村部における差が大きく，都市に住む10代の男性のほぼ全員,読み書きが出来るのに対し，農村部に住む高齢女性の全員は読み書きができない状態にある。

・18日，教育省は，イニャンバネ州にある大学が，教育省からの認可を受けておらず，違法に設立された施設であるとした。本大学は，昨年11月に教育省から大学登録証明書を提出するよう求められていたが，未だに提出がないため，今般，同大学は閉鎖されることとなった。

（２）地雷除去

・ナマーシャにて行われた地雷･爆発物除去に関する報道研修セミナーにおいて，ブラガ地雷除去院（IND）総裁は，オタワ条約に基づいて当国政府が採択した国家地雷対策計画による2014年までの当国におけるマインインパクトフリー宣言は実現可能である旨表明した。しかし，同目標達成のためには国際社会の援助が不可欠であるとし，マインインパクトフリー宣言には，531の地雷埋設地の撤去作業が必要であると説明した。

（３）援助協調

・最近，アディス・アベバにてAUサミットに参加したEU開発委員長は，特にアフリカ諸国に対しEU公共開発支援を2014年までに40％拡大する意向を表明した。

（４）環境・水

・アフリカ開発銀行は，ナンプラ州，ザンベジア州において，水・衛生分野事業（4年間で1500万米ドル）を支援することを発表した。
・7日，環境調整省と世銀らドナーは国家戦略・森林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減（REDO+）プログラムに関して，事業内容及び戦略の協議を行った。同事業は，現在まで世銀により20万米ドルの支援がされており，更なる支援資金を要請している。

・2010年に開始された政府，EU，フランス，デンマークによる水供給投資ファンド（FIPAG）事業は，現在，マプト市及びマトーラ市において60％の世帯への水供給を達成していることが発表された。2010年より開始された同事業は，現在まで9500万ユーロの支援がされている。

・24日，デンマーク政府は，水セクターのセミナーを開催し，政府及びドナー関係者50人が参加した。同セミナーでは水関連の政策及び事業などについて，意見交換を行われた。

（５）保健

・カナダは，当国保健プログラム支援（2011～2015年）のため125百万加ドルを援助する予定。25日，マプトにて在「モ」加大使とマンゲーレ保健大臣との間で同援助に関する覚書の署名式が行われる予定。
・28日，マプトにてラトゥリップ在「モ」カナダ大使とバロイ外務協力大臣との間で保健セクター援助修正合意書が署名された。右の修正は，2009年にカナダが57百万加ドルの援助を約していたが，計182百万加ドルに増加するもの。同修正合意書により援助実施期間は5年間，特に妊娠・出産・小児の健康が重視される。

・UNESCOとUNFPAは，「モ」政府と協働で，HIV/AIDS予防啓発活動に取り組んでいる。UNESCOは，本啓発活動の成功の鍵は，コミュニティーのメンバー及びその土地の伝統的指導者をいかに活動に取り込むかにあるとした。なお，同予防啓発活動は，ドイツに本部を持つ，ミレニアム・デベロップメント・ゴールズ・ファンド及びスペイン政府によって支援されている。
(６)　農業･水産・観光

・23日，ショクエ農業従事者は，2010/2011農年後期における栽培計画を立てた。右は，前期における降雨多量による影響のため生産結果が不調となったことから改めて計画を立て直したもの。今期の栽培面積は約4,000ヘクタールで，米，トウモロコシ，小麦，大麦，各種野菜が栽培される予定。

・アリ首相のガザ州訪問の際に開かれた同州政府特別会議においてマツーレHICEP社長は，ショクエ灌漑改修が完了されなければ同地域の農業生産に多大な影響を及ぼす旨訴えた。また，HICEPが同灌漑施設の維持整備に必要な機材・物資を設備していないことによる管理能力の欠如に言及。また，HICEPは，ショクエ稲作開発(生産，産業化，流通発展の促進･管理)のための基金設立を提案した。

(７)　道路・インフラ

・10日，マプトにてゲブーザ大統領は，中国援助約22百万ドルにより建設された中央汚職対策庁及び検察庁の建物2棟の竣工式を主宰した。

・17日付ノティシアス紙によれば，モザンビーク・南ア間ワン・ストップ・ボーダー建設プロジェクト（OSBP）実施において，建設地域の51世帯家族が立ち退きを強いられたが，既に再定住家屋26件が建設され，残りは今年6月までに完成の予定。

・21日，マプト空港拡大建設プロジェクト第2フェーズが開始した。第2フェーズにおいては国内線ターミナルが再建される。工事期間は約18ヶ月。
(８)　エネルギー

・25日，マプトにてモザンビークにおける持続可能なバイオ･エネルギー開発のための事前調査発表会が行われた。右は，伯・EU・モザンビーク間三角協力によるイニシアティブによるもので，同イニシアティブのプロジェクト費用は80万ドルである。

（了）
（注）これらの情報の大部分はモザンビークの国内報道に基づいており，客観的事実と異なることがあります。また，文中で使用される表現，語彙等は日本政府の見解等と必ずしも一致するものではありません。
